
宮崎県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年10月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第39号

宮崎県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県屋外広告物条例施行規則（平成５年宮崎県規則第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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目 次

規規 則則

改正後改正前

（登録申請書の添付書類）

第31条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第２項の規定にかかわらず、知事が住民基本台帳法（昭和42年

法律第81号）第30条の８第１項の規定により本人確認情報（同法

第30条の５第１項に規定する本人確認情報をいう。）を利用する

ことができるときは、登録申請者は、第２項第５号に掲げる書類

の添付を省略することができる。

（変更の届出）

第33条 ［略］

２ ［略］

３ 第31条第４項の規定は、第１項の届出について準用する。この

場合において、同条第４項中「登録申請者は、第２項第５号に掲

げる書類」とあるのは「条例第33条の５第１項の規定による届出

をしようとする者は、住民票の抄本」と読み替えるものとする。

別表第４（第８条、第12条及び第18条関係）

（登録申請書の添付書類）

第31条 ［略］

２・３ ［略］

（変更の届出）

第33条 ［略］

２ ［略］

別表第４（第８条、第12条及び第18条関係）

地 域 又 は 場 所区 分

［略］

［略］規

制

地

域

等

１ 第３条に規定する区域のうち、用途地域

（近隣商業地域及び商業地域並びに準工業

地域、工業地域及び工業専用地域の区域で

、知事が指定する区域に限る。）の区域

２ 都市再開発法（昭和44年法律第38号）第

７条の８の２第１項の規定により定められ

第３種規

制地域等

地 域 又 は 場 所区 分

［略］

［略］規

制

地

域

等

第３条に規定する区域のうち、用途地域（

近隣商業地域及び商業地域並びに準工業地域

、工業地域及び工業専用地域の区域で、知事

が指定する区域に限る。）の区域

第３種規

制地域等
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［略］［略］

た再開発地区計画の区域で、知事が指定す

る区域

附 則

この規則は、平成22年11月１日から施行する。ただし、別表第４の改正規定は、公布の日から施行する。

宮崎県告示第 684号

森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産

大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ

った。

平成22年10月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 保安林予定森林の所在場所 西都市大字南方字柳迫6551－１・

6553－１・6553－９・6553－カ・6553－タ・6553－レ・6553－

ワ・6553－17・6553－18・6553－24（以上１０筆について次の図に

示す部分に限る。）、6548－14、6548－15、6553－２、6553－ソ

、6553－ツ、6553－19、6553－20、6553－29、6553－子、6553－

２－ヌ－２、6553－２－リ－１から6553－２－リ－３まで、6553

－２－チ－３、6553－２－チ－４、6553－２－チ－５－１、6553

－２－チ－５－２、6553－２－チ－６、6554－１から6554－６ま

で、6554－８から6554－18まで、大字調殿字弥内迫1602－７（次

の図に示す部分に限る。）、1602－４、1602－６、1602－10、16

02－11

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字柳迫6551－１・6553－９（以上２筆について、次の図に

示す部分に限る。）、6548－14、6553－１、6553－２、6553

－カ、6553－ソ、6553－タ、6553－ツ、6553－レ、6553－ワ

、6553－17から6553－20まで、6553－24、6553－29、6553－

子、6553－２－ヌ－２、6553－２－リ－１から6553－２－リ

－３まで、6553－２－チ－３、6553－２－チ－４、6553－２

－チ－５－１、6553－２－チ－５－２、6553－２－チ－６、

6554－１から6554－３まで、6554－６、6554－９から6554－

16まで、字弥内迫1602－11

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに

西都市役所に備え置いて縦覧に供する。）

告告 示示

宮崎県告示第 685号

宮崎県屋外広告物条例施行規則別表第４規制地域等の部第３種規制地域等の項第２号の規定により知事が指定する区域（平成８年宮崎県

告示第 464号の３）は、廃止する。

平成22年10月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

った。

平成22年10月４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

平成22年７月29日付け県公報（第２２０４号）中

公公 告告

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

多様な福祉サー

ビスがその利用

者の意向を尊重

して総合的に提

供されるよう創

意工夫すること

により、利用者

が個人の尊厳を

児湯郡高

鍋町大字

上江8129

番地

黒木 秀信特定非営利

活動法人良

子の園保育

園

平成

22年

９月

24日

保持しつつ、心

身ともに健やか

に育成されるよ

う支援すること

を目的とする。

正正 誤誤

平 成 十 九 年 十 二 月 二 十 六 日 付 け 県 公 報 （ 号 外 第 百 二 十 二 号 ） 中

ペ ー ジ
三

段
下

行
二 十 七

誤

別 表 第 七 の 行 政 職

給 料 表 昇 格 時 号 給

対 応 表 中

正

別 表 第 七 の 行 政 職

給 料 表 昇 格 時 号 給

対 応 表 ２ 級 の 項 中
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正誤行ページ

その日数中にその日数中に、43８

平成22年９月９日付け県公報（第2216号）中

正誤段ページ

油津三丁目１－22油津三丁目１－１左４
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